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平成２９年度栃木市一般会計及び特別会計歳入歳出決算 

並びに基金運用状況の審査意見 
 

平成２９年度栃木市一般会計及び特別会計歳入歳出並びに基金運用状況の審

査の概要は、次のとおりである。 

 

１ 審査の対象 

平成２９年度 一般会計歳入歳出決算 

平成２９年度 国民健康保険特別会計歳入歳出決算 

平成２９年度 後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算 

平成２９年度 介護保険特別会計（保険事業勘定）歳入歳出決算 

平成２９年度 介護保険特別会計（介護サービス事業勘定）歳入歳出決算 

平成２９年度 下水道特別会計歳入歳出決算 

平成２９年度 農業集落排水特別会計歳入歳出決算 

平成２９年度 千塚町上川原産業団地特別会計歳入歳出決算 

 

２ 審査の期間 

平成３０年７月１１日から平成３０年８月１６日まで 

 

３ 審査の方法 

予算執行の適正さ、業務の効果・効率性、公正妥当という視点も踏まえ、

下記により審査を行った。 

(1) 歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、関係諸帳簿の照合、点検。 

(2) 関係職員の意見聴取を踏まえた予算執行の適否に関する審査。 

(3) 財産に関する調書については、調書、関係帳簿等の照査、正確性の審査。 

(4) 基金の運用状況に関する調書については、関係諸帳簿・証ひょう書類の

照査、内容及び運用状況の審査。 

 

４ 審査の結果 

(1) 関係書類はいずれも法令の規定に準拠して作成されており、計数におい

ても正確であると認められた。 

(2) 会計帳簿及び証ひょう書類等を照査したところ、計数は正確で、内容は

妥当なものと認められた。 

(3) 予算の執行状況及び事務処理は、概ね適正であると認められた。また、

財産に関する調書は、年度末現在高を明確に表示し、計数はいずれも正確



2 

 

であると認められた。 

(4) 基金の運用状況は、基金出納簿及び関係証ひょう書類と符合し、それぞ

れの設置目的に従い、効率的に運用されているものと認められた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※意見書中の注意事項 

・比率（％）は、小数点以下第２位を四捨五入した。 

・構成比率においては、合計が１００となるよう一部調整したものがある。 

・０．１未満の数値は、「０．０」と表示した。 

・数値がない場合は「－」と表示した。 

 

  



3 

 

総 括 意 見 

 

平成２９年度、新しい栃木市は市政推進の指針となる栃木市総合計画がスタ

ートして５年目となり、前期基本計画の最終年度、仕上げの年度となった。総合

計画に掲げた諸施策の実現に向けた取り組みの成果が、徐々に形となって現れて

きていると感じるところである。 

平成２９年度の決算状況を見ると、一般会計と特別会計を合わせた総額は、

歳入１１２０億８７７４万５６８２円、歳出１０７０億９９８３万５９９４円で

あり、歳入歳出差引額は４９億８７９０万９６８８円、翌年度へ繰り越すべき財

源２億６６５９万３０００円を差し引いた実質収支額は４７億２１３１万６６８

８円となった。 

一般会計決算は、前年度と比較して歳入は２億４０９６万６０８４円の増、

歳出は２億７６１２万６９０５円の減となった。 

また、市税や分担金・負担金などの収入未済額は１８億１９０１万３３９３

円、不納欠損額については、一般会計全体で１億７３３２万７０４円となり、前

年度より収入未済額は減少しているものの不納欠損額は、増加しておりともに高

額に上っている。 

特別会計決算は、前年度比、歳入は２５億８０１７万２５７２円、歳出は１

７億１６９３万８６７円の増となった。 

特別会計の収入未済額については、国民健康保険税、介護保険料、下水道受

益者負担金、下水道使用料等において顕著であり、特別会計全体における収入未

済額は２２億６７００万４７０９円に、また、不納欠損額は１億７４１１万３５

５３円となった。 

一般会計・特別会計を合わせると、収入未済額は４０億８６０１万８１０２
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円、不納欠損額は３億４７４３万４２５７円とかなりの高額となったため、財政

の健全化及び市民負担の公平性を確保する観点からも、債権管理条例及び債権管

理プランに基づいた収入未済額発生の未然防止を図るとともに、適正な債権管理

の取組み強化により、収納率の更なる向上及び不納欠損処分の慎重かつ厳正な対

処に努めていただきたい。特に、悪質な滞納者については、より一層、資産調査

などの状況把握に努め、差押えなどの処置を取っていただきたい。 

平成２９年度の財政状況において、財政力指数は横ばいとなったものの、財

政の硬直化を示す経常収支比率及び財政の健全性を評価する実質公債費比率は上

昇傾向であり、決して楽観視できるものではない。人口減少や超高齢化社会が到

来する中、第２次行政改革大綱・財政自立計画の着実な実行により、健全かつ将

来を見据えた財政基盤の確立に取り組んでいただきたい。 

国内景気は緩やかな回復基調が続いているが、海外経済の不確実性など、依

然として先行き予断を許さない不透明な状況となっている。 

本市においては、様々な課題に的確かつ柔軟に対応し、均衡ある発展と地域

の特性を活かしたまちづくりが行われつつあるものの、重要な課題である地方都

市リノベーション事業、斎場再整備事業、消防庁舎整備などへの対応は、合併特

例措置の縮減により歳入の減少が見込まれていることから、今後の財政運営に多

大な影響を及ぼすと考えられる。 

ついては、限られた財源をより効率的、効果的に活用するとともに、市民ニ

ーズを把握しながら、総合計画に掲げた諸施策を積極的に推進し、持続的に行政

本来の目的である市民福祉の向上に寄与されるよう望むものである。  
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 (1) 決算の概要 

ア 決算規模 

   一 般 会 計 665 億 0628 万 6782 円 

歳 入 1120 億 8774 万 5682 円   

  特 別 会 計 455 億 8145 万 8900 円 

 

   一 般 会 計 635 億 8682 万 3596 円 

歳 出 1070 億 9983 万 5994 円   

  特 別 会 計 435 億 1301 万 2398 円 

 

歳入歳出差引額（形式収支額）   49 億 8790 万 9688 円 

 

《歳入歳出決算状況》    

（単位：円） 

会 計 名 予 算 額 
決 算 額 

歳 入 歳 出 差 引 額 

一 般 会 計 67,726,560,700 66,506,286,782 63,586,823,596 2,919,463,186 

特 別 会 計 45,954,953,000 45,581,458,900 43,513,012,398 2,068,446,502 

 国 民 健 康 保 険 21,429,922,000 21,982,424,396 21,006,585,841 975,838,555 

後期高齢者医療 1,829,018,000 1,822,376,148 1,814,022,020 8,354,128 

介 護 保 険 （ 保 険 ） 15,149,030,000 14,465,796,083 13,870,648,229 595,147,854 

介 護 保 険 （ 介 護 ） 33,763,000 35,756,132 32,267,897 3,488,235 

下 水 道 4,747,773,000 4,487,181,084 4,065,804,788 421,376,296 

農 業 集 落 排 水 369,965,000 391,840,840 334,103,772 57,737,068 

千塚町上川原産業団地 2,395,482,000 2,396,084,217 2,389,579,851 6,504,366 

合 計 113,681,513,700 112,087,745,682 107,099,835,994 4,987,909,688 
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一般会計・特別会計別決算構成図 

 

 

 

 

 

一般会計

66,506,286,782 

59%

国民健康保険

21,982,424,396 

20%

後期高齢者医療

1,822,376,148 

2%

介護保険（保険）

14,465,796,083 

13%

下水道

4,487,181,084 

4%

千塚町上川原産業団地

2,396,084,217 

2%

《歳入》
一般会計

国民健康保険

後期高齢者医療

介護保険（保険）

介護保険（介護）

下水道

農業集落排水

千塚町上川原産業団地

一般会計

63,586,823,596 

59%

国民健康保険

21,006,585,841 

20%

後期高齢者医療

1,814,022,020 

2%

介護保険（保険）

13,870,648,229 

13%

下水道

4,065,804,788 

4%
千塚町上川原産業団地

2,389,579,851 

2%

《歳出》
一般会計

国民健康保険

後期高齢者医療

介護保険（保険）

介護保険（介護）

下水道

農業集落排水

千塚町上川原産業団地
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イ 決算収支 

（単位：円） 

区分 一般会計 特別会計 合計 

①歳入決算額 66,506,286,782 45,581,458,900 112,087,745,682 

②歳出決算額 63,586,823,596 43,513,012,398 107,099,835,994 

③形式収支額 ①－② 2,919,463,186 2,068,446,502 4,987,909,688 

④翌年度へ繰り越すべき財源 239,963,000 26,630,000 266,593,000 

⑤実質収支額 ③－④ 2,679,500,186 2,041,816,502 4,721,316,688 

⑥前年度実質収支額 2,151,122,597 1,191,744,797 3,342,867,394 

⑦単年度収支額 ⑤－⑥ 528,377,589 850,071,705 1,378,449,294 

⑧財政調整基金積立金 1,076,751,503 281,087,780 1,357,839,283 

⑨繰上償還金 344,165,000 0 344,165,000 

⑩財政調整基金取崩額 1,880,124,000 0 1,880,124,000 

⑪実質単年度収支額  

⑦+⑧+⑨-⑩ 
69,170,092 1,131,159,485 1,200,329,577 

 

   歳入総額から歳出総額を差し引いた形式収支額は４９億８７９０万９６８

８円であり、これから翌年度へ繰り越すべき財源２億６６５９万３０００

円を差し引いた実質収支額は４７億２１３１万６６８８円の黒字となった。 

   平成２９年度の実質収支額から前年度の実質収支額を差し引いた単年度収

支額は、１３億７８４４万９２９４円の黒字となった。 

   これに財政調整基金への積立金や取崩し額等を加除した実質単年度収支額

は、１２億３２万９５７７円の黒字となっている。 
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   各会計間の繰入れ繰出しによる重複額を控除した純計決算規模は、次のと

おりである。歳入総額は１０４７億２６１６万６６０５円、歳出総額は９

９７億３８２５万６９１７円となっている。特別会計は各会計とも黒字で

はあるが、一般会計からの繰入れに依存することのないよう健全な財政運

営に配慮する必要がある。 

    

《歳 入》 

（単位：円、％） 

 

年度 

項目 

２９年度 ２８年度 

前年度比較 

増減額 増減率 

総
計
額 

一般会計 

特別会計 

計 

66,506,286,782 

45,581,458,900 

112,087,745,682 

66,265,320,698 

43,001,286,328 

109,266,607,026 

240,966,084 

2,580,172,572 

2,821,138,656 

0.4 

6.0 

2.6 

重
複
額 

一般会計 

特別会計 

計 

384,160,000 

6,977,419,077 

7,361,579,077 

72,902,208 

6,674,157,161 

6,747,059,369 

311,257,792 

303,261,916 

614,519,708 

427.0 

4.5 

9.1 

純
計
額 

一般会計 

特別会計 

計 

66,122,126,782 

38,604,039,823 

104,726,166,605 

66,192,418,490 

36,327,129,167 

102,519,547,657 

△70,291,708 

2,276,910,656 

2,206,618,948 

△0.1 

6.3 

2.2 

 

《歳 出》 

（単位：円、％） 

 

年度 

項目 

２９年度 ２８年度 

前年度比較 

増減額 増減率 

総
計
額 

一般会計 

特別会計 

計 

63,586,823,596 

43,513,012,398 

107,099,835,994 

63,862,950,501 

41,796,081,531 

105,659,032,032 

△276,126,905 

1,716,930,867 

1,440,803,962 

△0.4 

4.1 

1.4 

重
複
額 

一般会計 

特別会計 

計 

6,977,419,077 

384,160,000 

7,361,579,077 

6,674,157,161 

72,902,208 

6,747,059,369 

303,261,916 

311,257,792 

614,519,708 

4.5 

427.0 

9.1 

純
計
額 

一般会計 

特別会計 

計 

56,609,404,519 

43,128,852,398 

99,738,256,917 

57,188,793,340 

41,723,179,323 

98,911,972,663 

△579,388,821 

1,405,673,075 

826,284,254 

△1.0 

3.4 

0.8 
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ウ 予算の執行状況 

   歳入決算額は１１２０億８７７４万５６８２円であり、総予算額１１３６

億８１５１万３７００円に対して９８．６％の収入率、調定額１１６５億

２１１９万８０４１円に対して９６．２％の収入率となっている。 

収入未済額は４０億８６０１万８１０２円であり、主なものは一般会計

１８億１９０１万３３９３円、国民健康保険特別会計１８億５３９２万４

７４９円、介護保険特別会計（保険事業勘定）５０７８万７３９円、下水

道特別会計３億３７３８万１０９８円である。 

一方、歳出決算額は１０７０億９９８３万５９９４円であり、総予算額

に対し９４．２％の執行率となっている。 

不用額は４５億３７９１万８７０６円であり、主なものは一般会計２２

億６４８５万８１０４円、国民健康保険特別会計４億２３３３万６１５９

円、介護保険特別会計（保険事業勘定）１２億７８３８万１７７１円、下

水道特別会計５億１３０８万８２１２円である。 
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エ 財政の状況 

 

年度 財政力指数 経常収支比率 実質公債費比率 

29 0.73 96.0 10.8 

28 0.73 95.7 10.5 

27 0.72 93.3 9.6 

26 0.70 94.0 8.9 

 

 

■ 財政力指数 ０．７３ 

    基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値の過去３年間の平均

値であり、これが１を超えるほどに財源に余裕があるとされている。（１

を超えると普通交付税の不交付団体となる。） 

 

■ 経常収支比率 ９６．０ 

   市税、地方譲与税、地方交付税を中心とする経常一般財源を義務的な

性格の強い人件費、扶助費、公債費等に充当した割合を示すもので、通

常７０～８０％の間にあり８０％を超えると財政が硬直化しているもの

とされている。 

 

■ 実質公債費比率 １０．８ 

   財政の健全性を評価するために用いられる指標で、この比率が高いほ

ど、将来、財政硬直化の一因となるとされている。 

 

上記の結果において、財政力指数は横ばいとなったものの、財政の硬直

化を示す経常収支比率及び財政の健全性を評価する実質公債費比率は上昇

傾向であり、決して楽観視できる状況ではない。 

今後は歳入減少による財源不足が見込まれるため、財政自立計画に基づ

いた計画的・効率的な行財政運営に努め、財政の弾力性を確保し、行財政

の安定化を図られたい。  
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(2) 一般会計 

ア 決算の状況 

歳 入 決 算 額 665 億 0628 万 6782 円 （対予算現額 98.2％） 

歳 出 決 算 額 635 億 8682 万 3596 円 （対予算現額 93.9％） 

歳入歳出差引額 29 億 1946 万 3186 円 （形式収支額） 

（単位：円） 

           年度 

区分 
２９年度 ２８年度 

①歳入総額 66,506,286,782 66,265,320,698 

②歳出総額 63,586,823,596 63,862,950,501 

③形式収支額 （①－②） 2,919,463,186 2,402,370,197 

④翌年度へ繰り越すべき財源 239,963,000 251,247,600 

⑤実質収支額  （③－④） 2,679,500,186 2,151,122,597 

⑥前年度実質収支額 2,151,122,597 3,470,539,850 

⑦単年度収支額 （⑤－⑥） 528,377,589 △ 1,319,417,253 

⑧財政調整基金積立金 1,076,751,503 1,759,218,608 

⑨繰上償還金 344,165,000 0 

⑩財政調整基金取崩額 1,880,124,000 1,649,763,000 

⑪実質単年度収支額（⑦+⑧+⑨-⑩） 69,170,092 △ 1,209,961,645 

 

   歳入総額から歳出総額を差し引いた形式収支額は２９億１９４６万３１８

６円であり、これから翌年度へ繰り越すべき財源２億３９９６万３０００

円を差し引いた実質収支額は２６億７９５０万１８６円となっている。実

質単年度収支額は６９１７万９２円の黒字となった。 

 

イ 歳入 

（単位：円、％） 

      年度 

区分 
２９年度 ２８年度 対前年度増減 

予 算 現 額 67,726,560,700 69,154,040,600 △ 1,427,479,900 

調 定 額 68,498,620,879 68,281,165,359 217,455,520 

収 入 済 額 66,506,286,782 66,265,320,698 240,966,084 

不 納 欠 損 額 173,320,704 151,540,783 21,779,921 

収 入 未 済 額 1,819,013,393 1,864,303,878 △ 45,290,485 

収 入 率 対 予 算 98.2 95.8 2.4 
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対 調 定 97.1 97.0 0.1 

 

   決算額は６６５億６２８万６７８２円で、収入率は、予算現額に対して 

９８．２％、調定額に対して９７．１％となっている。 

歳入の主な構成は、市税２２０億６１７５万７４７１円（３３．２％）、

地方交付税９８億４１１３万８０００円（１４．８％）、国庫支出金 ８８

億３５７５万３２８４円（１３．３％）、市債５２億５８７５万５０００円

（７．９％）、県支出金４６億１６０６万８３２２円（６．９％）、諸収入

４２億５２１９万６９０２円（６．４％）、繰入金３２億８５２１万８７２

０円（４．９％）、地方消費税交付金２９億４１９２万６０００円（４．

４％）である。そのうち寄附金の主なものは、ふるさと応援寄附金である。

ふるさと応援寄附金は、寄附金の使途を含めた本市の魅力発信が鍵となる

ので、その発信とともに、制度周知に引き続き努められたい。 

不納欠損額は１億７３３２万７０４円であり、その内訳は、市税１億６

８３７万９８０４円、使用料及び手数料３４６万７４００円、諸収入１０

５万円、分担金及び負担金４２万３５００円である。 

収入未済額は１８億１９０１万３３９３円であり、その内訳は、市税１

４億３２９６万３９２９円、諸収入３億１０１４万５４７７円、使用料及

び手数料６７１５万８９２円、分担金及び負担金８７５万３０９５円であ

る。 

 

 【市 税】                       （単位：円、％） 

      年度 

区分 
２９年度 ２８年度 対前年度増減 

予 算 現 額 21,088,331,000 20,318,190,000 770,141,000 

調 定 額 23,663,101,204 23,185,123,589 477,977,615 

収 入 済 額 22,061,757,471 21,562,461,403 499,296,068 

不 納 欠 損 額 168,379,804 148,515,793 19,864,011 

収 入 未 済 額 1,432,963,929 1,474,146,393 △ 41,182,464 

収 入 率 
対 予 算 104.6 106.1 △1.5 

対 調 定  93.2  93.0  0.2 

 

市税収入額調によると、調定額に対する収入率は、前年度より０．２ポ

イント向上し、市税収入済額としては４億９９２９万６０６８円上回って

いる。 
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市税は歳入の根幹を成すものであるので、今後も収入未済及び不納欠損

の解消を目指して、市税の一層の増収を図られたい。 

滞納者との交渉にあたっては、記録の作成を徹底し、滞納者の状況把握

を継続することが重要である。 

また、引き続き収入率向上に向けた県税事務所との連携強化を進めると

ともに、債権管理プランに基づく滞納整理による一層の取組みを求める。 

《科目別収入状況》 

（単位：円、％） 

     年度 

税目 

平成２９年度 平成２８年度 
対前年度増減額 

収入済額 構成比 収入済額 構成比 

市 民 税 9,713,356,676 44.0 9,580,156,066 44.4 133,200,610 

 個   人 7,877,751,396 35.7 7,718,526,085 35.8 159,225,311 

 法   人 1,835,605,280 8.3 1,861,629,981 8.6 △ 26,024,701 

固 定 資 産 税 10,088,355,577 45.8 9,864,573,180 45.8 223,782,397 

軽 自 動 車 税 411,342,863 1.9 391,964,490 1.8 19,378,373 

市 た ば こ 税 1,089,218,960 4.9 1,158,953,516 5.4 △ 69,734,556 

鉱 産 税 3,142,400 0.0 3,009,200 0.0 133,200 

特別土地保有税 10,000 0.0 0 0.0 10,000 

入 湯 税 13,040,450 0.1 12,053,550 0.1 986,900 

都 市 計 画 税 743,290,545 3.3 551,751,401 2.5 191,539,144 

計 22,061,757,471 100.0 21,562,461,403 100.0 499,296,068 

 

市民税については、個人市民税は増加傾向にあるが、基幹収入として大きな

位置付けにある法人市民税が減少傾向にあることから注視していくべきと考え

る。固定資産税については、新増築家屋及び償却資産の増加により、また、都

市計画税については市内均一課税に向けた経過措置による税率の段階的アップ

に伴い、前年度を上回った。

 

市民税

9,713,356,676 

固定資産税

10,088,355,577 

軽自動車税

411,342,863 

市たばこ税
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都市計画税

743,290,545 
科目別収入状況構成図

市民税

固定資産税

軽自動車税

市たばこ税

鉱産税

特別土地保有税

入湯税

都市計画税
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ウ 歳出 

（単位：円） 

      年度 

区分 
２９年度 ２８年度 対前年度増減 

予 算 現 額 67,726,560,700 69,154,040,600 △ 1,427,479,900 

支 出 済 額 63,586,823,596 63,862,950,501 △ 276,126,905 

執 行 率 ( ％ ) 93.9 92.3 1.6 

翌 年 度 繰 越 額 1,874,879,000 2,711,488,700 △ 836,609,700 

不 用 額 2,264,858,104 2,579,601,399 △ 314,743,295 

 

   決算額は６３５億８６８２万３５９６円であり、予算現額に対して９３．

９％の執行率となっている。 

歳出の主な構成は、民生費２３９億５５３６万２９４円（３７．７％）、

総務費７３億６９１５万１８６４円（１１．６％）、公債費６９億４６８６

万８３０３円（１０．９％）、土木費６３億４７８７万８６６２円（１０．

０％）、教育費６０億５０５５万９３５３円（９．５％）、衛生費４５億４

０７９万６７９８円（７．１％）である。 

繰越額は１８億７４８７万９０００円であり、主なものは土木費１０億

３１３５万１０００円、教育費７億２１９３万２０００円、総務費７３４

４万８０００円、農林水産業費２２７７万９０００円、消防費１４２１万

１０００円、民生費９０７万３０００円である。 

不用額は２２億６４８５万８１０４円であり、主なものは民生費９億５

３２５万２７０６円、教育費３億１６１万８６４７円、総務費２億８５０

８万４１３６円、公債費１億８５４７万８６９７円、衛生費１億５８５６

万１２０２円である。 

 

《目的別構成状況》 

（単位：円、％） 

区 分 
２９年度 ２８年度 

対前年度増減額 
支出済額 構成比 支出済額 構成比 

１ 議 会 費 411,268,521 0.7 425,799,117 0.7 △ 14,530,596 

２ 総 務 費 7,369,151,864 11.6 7,671,531,670 12.0 △ 302,379,806 

３ 民 生 費 23,955,360,294 37.7 22,271,491,308 34.9 1,683,868,986 

４ 衛 生 費 4,540,796,798 7.1 4,499,807,634 7.0 40,989,164 

５ 労 働 費 75,009,567 0.1 72,868,208 0.1 2,141,359 
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６ 農 林 水 産 費 1,944,526,899 3.1 1,755,075,044 2.7 189,451,855 

７ 商 工 費 3,441,976,532 5.4 3,403,866,942 5.3 38,109,590 

８ 土 木 費 6,347,878,662 10.0 5,906,655,525 9.3 441,223,137 

９ 消 防 費 2,483,971,883 3.9 2,485,860,148 3.9 △ 1,888,265 

１０ 教 育 費 6,050,559,353 9.5 7,764,268,332 12.2 △ 1,713,708,979 

１１ 災 害 復 旧 費 19,454,920 0.0 757,701,174 1.2 △ 738,246,254 

１２ 公 債 費 6,946,868,303 10.9 6,848,025,399 10.7 98,842,904 

１３ 予 備 費 0 0.0 0 0.0 0 

 合 計 63,586,823,596 100.0 63,862,950,501 100.0 △ 276,126,905 

 

   目的別に見た歳出の構成比は、民生費３７．７％が最も高く、次いで総務

費１１．６％、公債費１０．９％、土木費１０．０％、教育費９．５％、

衛生費７．１％の順となっている。 
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(3) 特別会計 

 

国民健康保険特別会計 

ア 決算の状況 

歳 入 219 億 8242 万 4396 円 （対予算現額 102.6％） 

歳 出 210 億 0658 万 5841 円 （対予算現額 98.0％） 

形式収支額 9 億 7583 万 8555 円  

（単位：円） 

           年度 

区分 
２９年度 ２８年度 

①歳入総額 21,982,424,396 21,442,847,543 

②歳出総額 21,006,585,841 20,825,409,568 

③形式収支額 （①－②） 975,838,555 617,437,975 

④翌年度へ繰り越すべき財源 0 0 

⑤実質収支額 （③－④） 975,838,555 617,437,975 

 

イ 歳入 

（単位：円、％） 

      年度 

区分 
２９年度 ２８年度 対前年度増減 

予 算 現 額 21,429,922,000 21,396,809,000 33,113,000 

調 定 額 23,989,243,727 23,364,106,874 625,136,853 

収 入 済 額 21,982,424,396 21,442,847,543 539,576,853 

不 納 欠 損 額 152,894,582 171,270,959 △ 18,376,377 

収 入 未 済 額 1,853,924,749 1,749,988,372 103,936,377 

収 入 率 
対 予 算 102.6 100.2    2.4 

対 調 定  91.6  91.8 △ 0.2 

 

   決算額は２１９億８２４２万４３９６円で、収入率は、予算現額に対して

１００％強となり、調定額に対しては９１．６％となっている。 

歳入の主な構成は、前期高齢者交付金５３億６７５６万７６６９円（２

４．４％）、国民健康保険税４６億３２５２万４９９６円（２１．１％）、

共同事業交付金４４億１３０２万８０６２円（２０．１％）、国庫支出金４

３億２９８万９１３２円（１９．６％）、繰入金１５億２２５０万８３７円

（６．９％）である。 
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収入未済額は１８億５３９２万４７４９円で、主なものは国民健康保険

税である。 

 

《国民健康保険税収入状況》 

（単位：円、％） 

      年度 

区分 
２９年度 ２８年度 ２７年度 

予 算 現 額 4,652,324,000 4,455,945,000 4,655,717,000 

調 定 額 6,635,992,236 6,354,229,475 6,536,227,310 

収 入 済 額 4,632,524,996 4,434,623,751 4,643,379,147 

不 納 欠 損 額 152,894,582 171,270,959 162,710,189 

収 入 未 済 額 1,850,572,658 1,748,334,765 1,730,137,974 

収 入 率 
対 予 算 99.6 99.5 99.7 

対 調 定 69.8 69.8 71.0 

 

   国民健康保険税の収入状況をみると、調定額に対する収入率は６９．８％

と低く、収入未済額は１８億５０５７万２６５８円となっている。 

市税収入額調によると、国民健康保険税の収入率は、横ばいとなった。 

国民健康保険税の収入悪化は、いずれの自治体においても重要な課題で

あり、本市においても財政運営に与える影響は大きいので今後も保険担当

課・課税担当課・収税担当課による共通認識のもと、全市的な相互協力に

よる、更なる収入率の向上を図られたい。 

また、滞納者を放置することは完納者との公平性を欠くこととなるので、

滞納者への積極的な納税指導を行うとともに、債権管理プランに基づく滞

納整理による徴収の強化に努められたい。 

不納欠損額は１億５２８９万４５８２円で、処分は地方税法等の規定に

基づいて適正に処理され、その内容は、生活困窮、所在不明等でやむを得

ないものと認められたが、初期の段階において有効な措置を講じるなど、

不納欠損の解消に向けてより一層の取組みを求める。 
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 ウ 歳出 

（単位：円） 

      年度 

区分 
２９年度 ２８年度 対前年度増減 

予 算 現 額 21,429,922,000 21,396,809,000 33,113,000 

支 出 済 額 21,006,585,841 20,825,409,568 181,176,273 

執 行 率 ( ％ ) 98.0 97.3 0.7 

翌 年 度 繰 越 額 0 0 0 

不 用 額 423,336,159 571,399,432 △148,063,273 

 

   決算額は２１０億６５８万５８４１円で、予算現額に対して９８．０％の

執行率となっている。 

   歳出の主な構成は、保険給付費１２１億７０２６万８６５１円（５８．

０％）、共同事業拠出金４４億９１１０万２５７２円（２１．４％）、後期

高齢者支援金等２６億６８４８万８６４６円（１２．７％）、介護納付金９

億５２９２万３５６１円（４．５％）である。 

不用額は４億２３３３万６１５９円で、主なものは保険給付費３億１４

５７万６３４９円、共同事業拠出金４５５６万３４２８円である。 

   近年の急速な高齢化の進展や医療技術の高度化等により、医療費は増加傾

向にある。そのため、療養給付費や高額療養費などの保険給付費は、今後、

更に増大すると見込まれるため、引き続き適正な事業実施を図られたい。 
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後期高齢者医療特別会計 

ア 決算の状況 

歳 入 18 億 2237 万 6148 円 （対予算現額 99.6％） 

歳 出 18 億 1402 万 2020 円 （対予算現額 99.2％） 

形式収支額 835 万 4128 円  

（単位：円） 

           年度 

区分 
２９年度 ２８年度 

①歳入総額 1,822,376,148 1,719,674,213 

②歳出総額 1,814,022,020 1,709,741,340 

③形式収支額 （①－②） 8,354,128 9,932,873 

④翌年度へ繰り越すべき財源 0 0 

⑤実質収支額 （③－④） 8,354,128 9,932,873 

 

イ 歳入 

（単位：円、％） 

      年度 

区分 
２９年度 ２８年度 対前年度増減 

予 算 現 額 1,829,018,000 1,735,558,000 93,460,000 

調 定 額 1,834,469,778 1,729,988,917 104,480,861 

収 入 済 額 1,822,376,148 1,719,674,213 102,701,935 

不 納 欠 損 額 2,321,840 1,485,200 836,640 

収 入 未 済 額 9,771,790 8,829,504 942,286 

収 入 率 
対 予 算 99.6 99.1  0.5 

対 調 定 99.3 99.4 △ 0.1 

 

   決算額は１８億２２３７万６１４８円で、収入率は、予算現額に対して９

９．６％、調定額に対して９９．３％となっている。 

歳入の主な構成は、後期高齢者医療保険料１２億９２０３万９３７４円

（７０．９％）、繰入金４億７４０５万７２４０円（２６．０％）である。 

収入未済額９７７万１７９０円は、すべて後期高齢者医療保険料である

が、滞納者の状況調査に努めるとともに、初期段階での有効な措置を講じ、

早期に解消を図ることを求める。 
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《後期高齢者医療保険料収入状況》 

（単位：円、％） 

      年度 

区分 
２９年度 ２８年度 ２７年度 

予 算 現 額 1,295,682,000 1,213,855,000 1,173,690,000 

調 定 額 1,304,133,004 1,219,971,225 1,160,414,850 

収 入 済 額 1,292,039,374 1,209,656,521 1,151,537,925 

不 納 欠 損 額 2,321,840 1,485,200 1,212,200 

収 入 未 済 額 9,771,790 8,829,504 7,664,725 

収 入 率 
対 予 算 99.7 99.7 98.1 

対 調 定 99.1 99.2 99.2 

 

   後期高齢者医療保険料の収入状況をみると、調定額に対する収入率は９９．

１％となっており、収入未済額は９７７万１７９０円となっている。 

市税収入額調によると、後期高齢者医療保険料の収入率は、前年度より

０．１ポイント低下している。 

医療保険料の収入の多くは年金からの特別徴収のため収入率は高いが、

一方で普通徴収による滞納が多い。滞納者を放置することは完納者との公

平性を欠くこととなるので、積極的に納付指導を行うとともに、債権管理

プランに基づく滞納整理による徴収の強化に努め、収入率の向上を図られ

たい。 

不納欠損額は２３２万１８４０円で、すべて後期高齢者医療保険料であ

る。処分は高齢者の医療の確保に関する法律の規定に基づいて適正に処理

され、その内容は、生活困窮、所在不明等でやむを得ないものと認められ

たが、初期段階において有効な措置を講じるなど、不納欠損の解消に向け

てより一層の取組みを求める。 
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 ウ 歳出 

（単位：円） 

      年度 

区分 
２９年度 ２８年度 対前年度増減 

予 算 現 額 1,829,018,000 1,735,558,000 93,460,000 

支 出 済 額 1,814,022,020 1,709,741,340 104,280,680 

執 行 率 ( ％ ) 99.2 98.5 0.7 

翌 年 度 繰 越 額 0 0 0 

不 用 額 14,995,980 25,816,660 △ 10,820,680 

 

   決算額は１８億１４０２万２０２０円で、予算現額に対して９９．２％の

執行率となっている。 

   歳出の主な構成は、後期高齢者医療広域連合納付金１６億７４２８万４４

１４円（９２．３％）、総務費７６４１万３６６０円（４．２％）、後期高

齢者健診事業費５０９３万７９４６円（２．８％）である。 

不用額は１４９９万５９８０円で、主なものは総務費５７９万２３４０

円、後期高齢者健診事業費４３４万４０５４円である。 
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介護保険特別会計（保険事業勘定） 

ア 決算の状況 

歳 入 144 億 6579 万 6083 円 （対予算現額 95.5％） 

歳 出 138 億 7064 万 8229 円 （対予算現額 91.6％） 

形式収支額 5 億 9514 万 7854 円  

（単位：円） 

           年度 

区分 
２９年度 ２８年度 

①歳入総額 14,465,796,083 13,727,100,652 

②歳出総額 13,870,648,229 13,392,116,204 

③形式収支額 （①－②） 595,147,854 334,984,448 

④翌年度へ繰り越すべき財源 0 0 

⑤実質収支額 （③－④） 595,147,854 334,984,448 

 

イ 歳入 

（単位：円、％） 

      年度 

区分 
２９年度 ２８年度 対前年度増減 

予 算 現 額 15,149,030,000 14,213,726,000 935,304,000 

調 定 額 14,531,874,091 13,792,729,364 739,144,727 

収 入 済 額 14,465,796,083 13,727,100,652 738,695,431 

不 納 欠 損 額 15,297,269 12,701,764 2,595,505 

収 入 未 済 額 50,780,739 52,926,948 △ 2,146,209 

収 入 率 
対 予 算 95.5 96.6 △ 1.1 

対 調 定 99.5 99.5  0.0 

 

   決算額は１４４億６５７９万６０８３円で、収入率は、予算現額に対して

９５．５％、調定額に対して９９．５％となっている。 

歳入の主な構成は、支払基金交付金３６億９３万６０００円（２４．

９％）、国庫支出金３２億３４１１万６６８３円（２２．３％）、保険料２

９億７５４万１２０円（２０．１％）、繰入金２４億７１４８万１０００円

（１７．１％）である。 

収入未済額５０７８万７３９円で、主なものは保険料であり前年度に比

べて減少しているものの、このまま放置すると運営に支障を来たす恐れが

あるので、初期段階での有効な措置を講じ早期に解消を図ることを求める。 



23 

 

《介護保険料収入状況》 

（単位：円、％） 

      年度 

区分 
２９年度 ２８年度 ２７年度 

予 算 現 額 2,907,284,000 2,797,025,000 2,772,604,000 

調 定 額 2,973,303,328 2,905,830,950 2,810,535,133 

収 入 済 額 2,907,540,120 2,840,317,238 2,746,305,020 

不 納 欠 損 額 15,297,269 12,701,764 12,847,803 

収 入 未 済 額 50,465,939 52,811,948 51,382,310 

収 入 率 
対 予 算 100.0 101.5 99.1 

対 調 定 97.8  97.7 97.7 

 

   介護保険料の収入状況をみると、調定額に対する収入率は９７．８％とな

っており、収入未済額は５０４６万５９３９円となっている。 

市税収入額調によると、介護保険料の収入率は０．１ポイント向上した。 

   介護保険料の収入の多くは年金からの特別徴収のため収入率は高いが、一

方で普通徴収による滞納が多い。滞納者を放置することは完納者との公平

性を欠くこととなるので、積極的に納付指導を行うとともに、債権管理プ

ランに基づく滞納整理に取組むなど徴収の強化に努め、収入率の向上を図

られたい。 

不納欠損額は１５２９万７２６９円で、すべて保険料である。処分は介

護保険法の規定に基づいて適正に処理され、その内容は、生活困窮、所在

不明等でやむを得ないものと認められたが、初期段階において接触を図り

有効な措置を講じるなど、不納欠損の解消に向けてより一層の取組みを求

める。 
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 ウ 歳出 

（単位：円） 

      年度 

区分 
２９年度 ２８年度 対前年度増減 

予 算 現 額 15,149,030,000 14,213,726,000 935,304,000 

支 出 済 額 13,870,648,229 13,392,116,204 478,532,025 

執 行 率 ( ％ ) 91.6 94.2 △ 2.6 

翌 年 度 繰 越 額 0 0 0 

不 用 額 1,278,381,771 821,609,796 456,771,975 

 

   決算額は１３８億７０６４万８２２９円で、予算現額に対して９１．６％

の執行率となっている。 

歳出の主な構成は、保険給付費１２５億８８０１万７６６３円（９０．

８％）、地域支援事業費５億４６２９万１９８３円（３．９％）、総務費４

億５５１０万８６２９円（３．３％）である。 

不用額は１２億７８３８万１７７１円で、主なものは保険給付費１１億

８５１１万４３３７円、地域支援事業費６８７６万３０１７円、総務費２

１９８万３７１円である。 
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介護保険特別会計（介護サービス事業勘定） 

ア 決算の状況 

歳 入 3575 万 6132 円 （対予算現額 105.9％） 

歳 出 3226 万 7897 円 （対予算現額  95.6％） 

形式収支額 348 万 8235 円  

 （単位：円） 

           年度 

区分 
２９年度 ２８年度 

①歳入総額 35,756,132 52,098,579 

②歳出総額 32,267,897 50,793,677 

③形式収支額 （①－②） 3,488,235 1,304,902 

④翌年度へ繰り越すべき財源 0 0 

⑤実質収支額 （③－④） 3,488,235 1,304,902 

 

イ 歳入 

（単位：円、％） 

      年度 

区分 
２９年度 ２８年度 対前年度増減 

予 算 現 額 33,763,000 52,888,000 △ 19,125,000 

調 定 額 35,756,132 52,098,579 △ 16,342,447 

収 入 済 額 35,756,132 52,098,579 △ 16,342,447 

不 納 欠 損 額 0 0 0 

収 入 未 済 額 0 0 0 

収 入 率 
対 予 算 105.9  98.5 7.4 

対 調 定 100.0 100.0 0.0 

 

   決算額は３５７５万６１３２円で、収入率は、予算現額に対して１０５．

９％、調定額に対して１００．０％となっている。 

歳入の主な構成は、サービス収入２６５２万２１４円(７４．２％）、繰

入金７８７万５０００円(２２．０%)である。 
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 ウ 歳出 

（単位：円） 

      年度 

区分 
２９年度 ２８年度 対前年度増減 

予 算 現 額 33,763,000 52,888,000 △ 19,125,000 

支 出 済 額 32,267,897 50,793,677 △ 18,525,780 

執 行 率 ( ％ ) 95.6 96.0 △ 0.4 

翌 年 度 繰 越 額 0 0 0 

不 用 額 1,495,103 2,094,323 △ 599,220 

 

   決算額は３２２６万７８９７円で、予算現額に対して９５．６％の執行率

となっている。 

歳出は、すべて事業費である。 

この介護サービス事業勘定は、市が直営で運営している地域包括支援セ

ンターによる指定介護予防支援事業を実施するためのものであり、近年の

急速な高齢化の進展を踏まえ、引き続き適正な事業実施を図られたい。 
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下水道特別会計 

ア 決算の状況 

歳 入 44 億 8718 万 1084 円 （対予算現額 94.5％） 

歳 出 40 億 6580 万 4788 円 （対予算現額 85.6％） 

形式収支額 4 億 2137 万 6296 円  

（単位：円） 

           年度 

区分 
２９年度 ２８年度 

①歳入総額 4,487,181,084 5,007,738,271 

②歳出総額 4,065,804,788 4,802,170,640 

③形式収支額 （①－②） 421,376,296 205,567,631 

④翌年度へ繰り越すべき財源 26,630,000 13,400,000 

⑤実質収支額 （③－④） 394,746,296 192,167,631 

 

イ 歳入 

（単位：円、％） 

      年度 

区分 
２９年度 ２８年度 対前年度増減 

予 算 現 額 4,747,773,000 5,143,016,000 △ 395,243,000 

調 定 額 4,828,134,045 5,044,503,648 △ 216,369,603 

収 入 済 額 4,487,181,084 5,007,738,271 △ 520,557,187 

不 納 欠 損 額 3,571,863 3,658,558 △ 86,695 

収 入 未 済 額 337,381,098 33,106,819 304,274,279 

収 入 率 
対 予 算 94.5 97.4 △ 2.9 

対 調 定 92.9 99.3 △ 6.4 

 

   決算額は４４億８７１８万１０８４円で、収入率は、予算現額に対して９

４．５％、調定額に対して９２．９％となっている。 

歳入の主な構成は 繰入金２３億２４６４万３０００円（５１．８％）、

使用料及び手数料１０億１０９８万１３４２円（２２．５％）、市債５億７

４３０万円（１２．８％）、国庫支出金２億８１００万円（６．３％）、繰

越金２億５５６万７６３１円（４．６％）、分担金及び負担金８８９０万５

３２０円（２．０％）である。 

不納欠損額は３５７万１８６３円で、その内訳は、分担金及び負担金２

３７万２１００円、使用料及び手数料１１９万９７６３円である。 
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処分は地方自治法等の規定に基づいて適正に処理され、その内容は、生

活困窮等でやむを得ないものと認められたが、初期段階において猶予措置

を講じるなど、不納欠損の解消に向けてより一層の取組みを求める。 

収入未済額は３億３７３８万１０９８円で、その主な内訳は、使用料及

び手数料２億４１５２万１３８円、市債７７２０万円、分担金及び負担金

１８５３万３７６０円であり、下水道特別会計が平成３０年３月３１日に

打ち切り決算となり、出納整理期間が設定されなかったため、同年４月以

降の収入分が未収金として下水道事業会計に引き継がれたことにより、前

年度より大幅に増加したところである。 

事業の健全な経営を確保するため、制度の周知を徹底し、戸別訪問等に

よる定期的な働きかけを行って分納誓約による計画的な納付を促し、法的

な滞納処分を行うなど、早期に解消を図ることを求める。 

また、受益者負担金についても、今後も債権管理プランに基づく滞納整

理に取組むなど徴収の強化に努め、収入率の向上を図られたい。 

 

 ウ 歳出 

  （単位：円） 

      年度 

区分 
２９年度 ２８年度 対前年度増減 

予 算 現 額 4,747,773,000 5,143,016,000 △395,243,000 

支 出 済 額 4,065,804,788 4,802,170,640 △736,365,852 

執 行 率 ( ％ ) 85.6 93.4 △7.8 

翌 年 度 繰 越 額 168,880,000 205,000,000 △36,120,000 

不 用 額 513,088,212 135,845,360 377,242,852 

 

   決算額は４０億６５８０万４７８８円で、予算現額に対して８５．６％の

執行率となっている。 

歳出の構成は、公債費２１億２４６２万５５８４円（５２．３％）、流域

下水道費８億７１８３万７９５４円（２１．４％）、公共下水道費８億７０

４万６６０７円（１９．８％）、総務費２億６２２９万４６４３円（６．

５％）である。 

翌年度繰越額はすべて公共下水道費である。 

不用額は５億１３０８万８２１２円で、主なものは公共下水道費２億４

５４６万１３９３円、総務費１億３８９７万５３５７円、公債費９２３６

万９４１６円、流域下水道費２１２８万２０４６円である。この主な要因

は、下水道特別会計が平成３０年３月３１日に打ち切り決算となり、同年
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４月以降の支出分が未払金として下水道事業会計に引き継がれたことによ

るものである。 

公共下水道や流域下水道の建設、施設の維持管理など計画に基づいた生

活排水処理施設の整備を推進するにあたり、下水道の普及率５８．６％、

水洗化率９４．０％という状況であることから、効率的な整備を行うとと

もに、未接続世帯の減少に向け、水洗化の普及促進に一層の努力を求める。 

長期的に安定した公共下水道事業を持続していくためには、事業の収益

性を視野に入れた経営の健全化や計画性、透明性の向上を図ることが求め

られる。 

下水道特別会計は、農業集落排水特別会計と統合し、平成３０年４月１

日から地方公営企業法を全部適用の上、公営企業会計基準により財務諸表

を作成して、事業の経営成績や財政状態を的確に把握することとしたため、

公営企業会計へ移行した結果、当年度をもって終了となる。 
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農業集落排水特別会計 

ア 決算の状況 

歳 入 3 億 9184 万 0840 円 （対予算現額 105.9％） 

歳 出 3 億 3410 万 3772 円 （対予算現額  90.3％） 

形式収支額 5773 万 7068 円  

（単位：円） 

           年度 

区分 
２９年度 ２８年度 

① 歳入総額 391,840,840 389,111,254 

② 歳出総額 334,103,772 353,845,485 

③ 形式収支額 （①－②） 57,737,068 35,265,769 

④ 翌年度へ繰り越すべき財源 0 0 

⑤ 実質収支額 （③－④） 57,737,068 35,265,769 

 

イ 歳入 

（単位：円、％） 

      年度 

区分 
２９年度 ２８年度 対前年度増減 

予 算 現 額 369,965,000 379,350,000 △ 9,385,000 

調 定 額 407,015,172 390,868,114 16,147,058 

収 入 済 額 391,840,840 389,111,254 2,729,586 

不 納 欠 損 額 27,999 170,158 △ 142,159 

収 入 未 済 額 15,146,333 1,586,702 13,559,631 

収 入 率 
対 予 算 105.9 102.6    3.3 

対 調 定  96.3  99.6 △ 3.3 

 

   決算額は３億９１８４万８４０円で、収入率は、予算現額に対し１０５．

９％、調定額に対して９６．３％となっている。 

歳入の主な構成は、繰入金２億９３１２万円（７４．８％）、使用料及び

手数料６１６６万３１３７円（１５．７％）、繰越金３５２６万５７６９円

（９．０％）である。 

不納欠損額は２万７９９９円で、その内訳は、使用料及び手数料である。 

下水道特別会計と同様に、処分は地方自治法の規定に基づいて適正に処

理されたものと認められるが、特定の受益者のための使用料・手数料や分

担金であるので、初期段階において有効な措置を講じるなど、不納欠損の
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解消に向けてより一層の取組みを求める。 

収入未済額は１５１４万６３３３円で、その内訳は、使用料及び手数料

１４４２万３３３３円、分担金及び負担金７２万３０００円であり、農業

集落排水特別会計が平成３０年３月３１日に打ち切り決算となり、出納整

理期間が設定されなかったため、同年４月以降の収入分が未収金として下

水道事業会計に引き継がれたことにより、前年度より大幅に増加したとこ

ろである。 

事業の健全な経営を確保するため、制度の周知を徹底し、戸別訪問等に

よる定期的な働きかけを行って分納誓約による計画的な納付を促し、法的

な滞納処分を行うなど、早期に解消を図ることを求める。 

 

 ウ 歳出 

（単位：円） 

      年度 

区分 
２９年度 ２８年度 対前年度増減 

予 算 現 額 369,965,000 379,350,000 △ 9,385,000 

支 出 済 額 334,103,772 353,845,485 △ 19,741,713 

執 行 率 ( ％ ) 90.3 93.3 △ 3.0 

翌 年 度 繰 越 額 0 0 0 

不 用 額 35,861,228 25,504,515 10,356,713 

 

   決算額は３億３４１０万３７７２円で、予算現額に対して９０．３％の執

行率となっている。 

歳出の構成は、公債費２億４４７９万８３０円（７３．３％）、農業集落

排水事業費６９０６万３９１８円（２０．７％）、総務費２０２４万９０２

４円（６．０％）である。 

不用額は３５８６万１２２８円で、主なものは農業集落排水事業費３１

４２万８０８２円、総務費４３０万５９７６円である。この主な要因は、

農業集落排水特別会計が平成３０年３月３１日に打ち切り決算となり、同

年４月以降の支出分が未払金として下水道事業会計に引き継がれたことに

よるものである。 

農業用排水の水質保全と農業生産の増大、農業用排水施設の機能維持及

び生活環境の改善を図るため、下皆川地区、みずほ西地区、巴波川南部地

区、巴波川西部地区、西方西部地区及び本郷金井地区の６地区の整備を進

めてきた農業集落排水特別会計だが、平成３０年４月１日下水道特別会計

と統合し公営企業会計に移行した結果、当年度をもって終了となる。  
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千塚町上川原産業団地特別会計 

ア 決算の状況 

歳 入 23 億 9608 万 4217 円 （対予算現額 100.0％） 

歳 出 23 億 8957 万 9851 円 （対予算現額  99.8％） 

形式収支額 650 万 4366 円  

（単位：円） 

           年度 

区分 
２９年度 ２８年度 

①歳入総額 2,396,084,217 662,715,816 

②歳出総額 2,389,579,851 662,004,617 

③形式収支額 （①－②） 6,504,366 711,199 

④翌年度へ繰り越すべき財源 0 60,000 

⑤実質収支額 （③－④） 6,504,366 651,199 

 

イ 歳入 

（単位：円、％） 

      年度 

区分 
２９年度 ２８年度 対前年度増減 

予 算 現 額 2,395,482,000 766,803,000 1,628,679,000 

調 定 額 2,396,084,217 662,715,816 1,733,368,401 

収 入 済 額 2,396,084,217 662,715,816 1,733,368,401 

不 納 欠 損 額 - - - 

収 入 未 済 額 0 0 0 

収 入 率 
対 予 算 100.0 86.4 13.6 

対 調 定 100.0 100.0  0.0 

 

   決算額は２３億９６０８万４２１７円であり、予算現額に対して１００．

０％、調定額に対して１００．０％の収入率となっている。 

歳入の主なものは、財産収入２３億５１４９万３３９６円（９８．２％）

である。 
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 ウ 歳出 

（単位：円、％） 

      年度 

区分 
２９年度 ２８年度 対前年度増減 

予 算 現 額 2,395,482,000 766,803,000 1,628,679,000 

支 出 済 額 2,389,579,851 662,004,617 1,727,575,234 

執 行 率 ( ％ ) 99.8 86.3 13.5 

翌 年 度 繰 越 額 0 102,760,000 △ 102,760,000 

不 用 額 5,902,149 2,038,383 3,863,766 

 

   決算額は２３億８９５７万９８５１円であり、予算現額に対して９９．

８％の執行率となっている。 

歳出の構成は、公債費１８億４９７万５７９６円(７５．５％)、産業団

地造成事業費３億１２３０万２０５５円(１３．１％)、諸支出金２億７２

３０万２０００円（１１．４％）となっている。 

「千塚産業団地」については、本格分譲を平成２９年７月に開始し、こ

れまでに８社と土地売買契約を締結し、分譲率は約６２％、商談中の企業

を加えると約８０％になるとのことだが、本市の地域経済・産業の活性化

や新たな雇用機会の創出を図るため、引き続き積極的な企業誘致を推進し

早期完売に向け努力されたい。 
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(4) 財産に関する調書について 

 

    財産に関する調書について、当年度の異動を中心に審査したところ、調書の

内容に誤りはなく、計数も正確であると認められた。 

 

ア 公有財産（行政財産） 

   土地及び建物 

   土地の現在高は 4,374,701.445 ㎡、建物の現在高は 613,955.262 ㎡である。 

  増加した主なものは、土地については、千塚阿寺倉１号・2 号緑地（千塚産

業団地）61,043.000 ㎡、東陽中学校用地 16,134.000 ㎡、嘉右衛門町伝建地

区拠点施設用地 5,730.640 ㎡、千塚産業団地調整池 10,019.000 ㎡、建物に

ついては、嘉右衛門町伝建地区拠点施設 4,900.690 ㎡、大平中学校校舎ほ

か 7,096.750 ㎡、くらのまち保育園園舎ほか 1,643.310 ㎡である。 

減少した主なものは、土地については、旧大平子どもセンター用地

1,527.540 ㎡(用途廃止)、岩舟総合運動公園の一部 15,746.000 ㎡（用途廃

止）、建物については、旧市役所本庁舎ほか 5,759.124 ㎡（解体）である。 

            

イ 公有財産（普通財産） 

 （ｱ） 土地及び建物    

    土地の現在高は 1,645,352.392 ㎡、建物の現在高は 32,048.334 ㎡であ

る。 

    増加した主なものは、土地については、栃木県南地方卸売市場用地

111,327.800 ㎡（持分 10000 分の 2909）、建物については、栃木県南地方

卸売市場中央棟ほか 23,986.680 ㎡（持分 10000 分の 2909）である。 

減少した主なものは、土地については、都賀地域活動支援センター用

地 2,206.030 ㎡（行政財産へ分類変更）、建物については、都賀地域活動

支援センターほか 697.080 ㎡（行政財産へ分類変更）である。 

 （ｲ） 山    林 

       山林の現在高は 1,299,525 ㎡、立木推定蓄積量は 12,222ｍ3である。 

日光杉並木オーナー制度の並木杉は６本である。 

 （ｳ） 有価証券 

       現在高は３９１０万円であり、内訳はケーブルテレビ株式会社１１００

万円、株式会社観光農園いわふね２１６０万円、株式会社栃木県畜産公

社６５０万円となっている。 

 （ｴ） 無体財産権 

       現在高は５６件であり、内訳は「とち介」・「Hearts 姫」・「コスもん」
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など４９件の著作権、「とち介」・「こなら娘」・「桜おとめ」など７件の商

標権となっている。 

 （ｵ） 出資による権利 

       現在高は９億６５１４万１０００円であり、主なものは栃木県信用保証

協会出捐金４４８２万３０００円、栃木市水道事業出資金（旧藤岡町水

道事業出資金２５８０万円、旧西方町水道事業出資金５億１４２４万４

０００円、寺尾地区簡易水道事業出資金２億３０００万円）、栃木県農業

信用基金協会出資金２３２９万円、(一財)栃木市農業公社出捐金４００

０万円である。 

 

ウ 物      品 

取得価格５０万円以上の備品は、車両類（乗用車、特殊車両等）４３８ 

点を含む合計１６７７点となっている。 

 

エ 債      権 

     現在高は８億３０８２万８８１６円であり、主なものは栃木市土地開発公

社資金貸付金１億７５８０万４４０円、老人保健施設整備貸付金４億７８

４６万２０００円、観光農園施設整備等資金貸付金１億５０００万円とな

っている。 

 

オ 基      金 

     栃木市土地開発基金ほか３３基金が設置され、その内訳は、現金１２２億

３２７４万４００５円、貸付金９５６３万５３３８円、印紙等５３５万８

０円、不動産（土地）２，７９１㎡である。 

主なものは 栃木市財政調整基金６８億４７６５万５９５６円、栃木市減

債基金１４億１２６７万３５３４円、栃木市大澤基金１０億３４２３万９

９２４円、栃木市庁舎建設基金７億７６３５万３８３２円である。 

また、栃木市財政調整基金や栃木市減債基金などを取り崩しており、基

金現在高は減少傾向であるので、引き続き適正な運営に配慮されたい。 
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(5) 運用基金の状況について 

 

    各運用基金は、それぞれの設置目的にそって運用されており、その経理及び

現金等の保管は適正に行われ、かつ、基金の運用状況調書の計数は、関係諸

帳簿と符合し、正確であると認められた。 

なお、貸付及び回収には十分留意し、公正かつ効率的な運用に努められた

い。 

 

ア 土地開発基金 

当年度の運用状況を見ると、収入が１億１０５５万２０４０円（前年度

繰越額１億１０４９万７４３８円、利子５万４６０２円）、支出は０円であ

る。 

年度末現在の基金額は１億１０５５万２０４０円となっている。 

なお、薗部町４丁目工場用地取得造成事業に係る用地について売買契約

解除及び価格毀損等による損害賠償を請求する訴訟を提起し係争中であっ

たが、平成３０年３月１６日に最高裁の決定により結審したため、土地開

発基金の廃止や土地開発公社の解散等について、現状における問題点を整

理した上で、今後の在り方について十分に検討されたい。 

 

イ 印紙等購買基金 

当年度の運用状況を見ると、現金については、収入が４４４７万２６０

円（前年度繰越額１８６万７８９０円、印紙等売捌額４２６０万２３７０

円）、支出は印紙等購入額４１８２万３４０円であり、印紙等については、

収入が４７９５万２４５０円（前年度繰越額６１３万２１１０円、印紙等

購入額４１８２万３４０円）、支出は印紙等売捌額４２６０万２３７０円で

ある。 

年度末現在の基金額は８００万円であり、内訳は現金２６４万９９２０

円、印紙等５３５万８０円となっている。 

 

ウ 保護費即時払基金 

当年度の運用状況を見ると、現金については、収入が１７２６万９４４１

円（前年度繰越額１万６０９円、貸付金回収額１７２５万８８３２円）、支

出は貸付金１６９９万４９０４円であり、貸付金については、収入が１８４

８万４２９５円（前年度繰越額１４８万９３９１円、貸付額１６９９万４９

０４円）、支出は貸付金回収額１７２５万８８３２円である。 

年度末現在の基金額は１５０万円であり、内訳は現金２７万４５３７円、
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貸付金１２２万５４６３円となっている。 

 

エ 奨学基金 

当年度の運用状況を見ると、現金については、収入が６３３１万９７３

３円（前年度繰越額５０６９万４７６８円、貸付金回収額１０３３万３０

００円、一般会計繰入金２２９万１９６５円）、支出は貸付金２７９６万円

であり、貸付金については、収入が１億４７４万２８７５円（前年度繰越

額７６７８万２８７５円、貸付額２７９６万円）、支出は貸付金回収額１０

３３万３０００円である。 

年度末現在の基金額は１億２９７６万９６０８円であり、内訳は現金３

５３５万９７３３円、貸付金９４４０万９８７５円となっている。 

 

 


